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保健行政サービスにおける政策立案には，住民の現状を正しく把握することが前提である。
われわれは事前に前期高齢者の健康づくりの現状を把握するために実施した質的調査で抽出さ
れた「定年」という用語から，これに関連する状況を量的に把握することを目的に質問紙調査
を実施した。
調査対象者は横浜市Ｋ区内在住の40歳以上の男女5,000人を無作為抽出した。調査方法はプ

リコード式質問紙調査で，郵送配布，回収した。質問項目は，健康づくりの意欲，職場での定
年後の過ごし方に関する講座の有無，定年後の活動内容の決定，定年後の知識（情報）の取得，
定年後に行いたい活動内容，である。
定年前から定年後の活動を決めていたり，定年後の知識（情報）を得たいと考えている者ほ

ど健康づくりの意欲が高かった。しかし，過半数の者が定年後の活動内容を決めておらず，多
くの職場では，定年後の過ごし方に関する講座はなかった。性別にかかわらず，定年前から定
年後の知識（情報）を得たいと７割以上が考えていた。定年後に行いたい活動では，「自治
会・町内会活動」については６割以上の者が参加したくないと考えていた。「行政の主催する
文化教養講座」「地域のボランティア活動」では，５～６割の者が参加したいと考えており，
女性の方が参加したいと考えていた。
定年前から定年後の活動を決めていたり，定年後の知識（情報）を得たいと考えている者ほ

ど健康づくりの意欲が高いという結果は，事前の質的調査の結果と矛盾しなかった。多くの者
が定年前から定年後の知識（情報）を得たいと考えているものの，職場に定年後の知識（情
報）を得る講座などがない実態が明らかになった。このことから，今後は広範囲の産業保健活
動と連携し，定年前からの定年後の社会活動参加の知識（情報）取得をサポートすることの重
要性が，地域の健康づくりの観点から示唆された。また，「定年」は男性の生活背景として得
られたものであるが，女性においても定年前からのサポートが重要と考えられた。

保健行政，定年，健康づくり，質的調査

Ⅰ

保健行政サービスにおける政策立案には，住
民の現状を正しく把握することが前提1)2)であ

る。われわれは，平成15年４月に前期高齢者の
健康づくりを質的に把握し，報告した3)。それ
によると，健康づくり活動には趣味の活動や地
域との交流が関係していた。男性では，「定
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注 無回答は除いて集計した。

総数
性別
男性
女性

定年までの年数
１年以内
１～３年
３～５年
６年以上

健康づく
りに関心
がない

６カ月以内
にしようと
は思わない

１カ月以内
にはじめる
気はない

１カ月以内
にはじめる

健康づくり
を既にはじ
めている

ｐ値

（単位 人，（ ）内％）
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年」という用語が随所に出ており，生活背景と
して，定年前の職場の人間関係が中心で，家庭
のことはあまり顧みず，地域社会とのかかわり
が希薄な生活が，定年後の活動に大きく影響を
与えていた。さらに，定年前から定年後の活動
に関する知識（情報）を得ることが，定年後の
活動の実施により良い影響を与えることが示唆
された。しかし，質的調査は結果を一般化しに
くいなどの問題点が指摘されている4)5)。今回，
われわれは質的調査の欠点を補い，ニーズ量の
把握のために質問紙調査を行った。

Ⅱ

調査時の横浜市Ｋ区は平成14年10月現在人口
約30万人で，市内で最も人口の多い区である。
横浜市北部に位置し，東京都にも近く，ベット
タウンとなっている。高齢化率は13.1％で，４
番目に低い区であるが，老年人口は約４万人で
２番目に多い区である6)。
調査対象者はＫ区内在住の40歳以上の男女

5,000人を住民基本台帳から無作為抽出し，分
析対象を，質的調査結果3)を参考に現在定年の
ある仕事をしている者とした。
調査方法はプリコード式質問紙調査で，郵送

配布・回収によった。調査期間は平成15年９月
である。
質問項目は，基本調査項目として性・年齢・

家族構成・居住形態・定年までの年数とした。
基本調査項目をのぞく質問項目は，健康づくり
の意欲，職場での定年後の過ごし方に関する講

座の有無，定年後の活動内容の決定，定年後の
知識の取得，定年後に行いたい活動内容とした。
健康づくりの意欲はステージモデル7)を参考に
選択肢を設定し，定年後に行いたい活動内容は
質的調査の結果から選定した。その他は４択
（思う・どちらかといえば思う・どちらかとい
えば思わない・思わない）による尺度を用いた。
統計学的分析は，統計パッケージ 13.0

を用い， 2 検定を行った。

Ⅲ

回収数は3,386人（回収率68.3％）で，住所
不明などの対象外（41人）を除き，定年のある
仕事をしている1,270人（37.5％）を分析対象
者とした。性別では，男性（59.2％）が女性
（40.8％）を上回っていた。年代別では40歳代
が42.1％で最も多く，次に50歳代が40.7％，60
歳代が15.5％となっていた。家族構成では，２
世代世帯（親と子）が60.7％と最も多かった。
居住形態では持ち家（一戸建て）が43.8％で，
次に持ち家共同住宅（分譲マンション等）が
32.5％となっていた。定年までの年数では，６
年以上が65.4％で，３～５年が15.6％，１～３
年が14.1％となっていた。

全体では，「関心があるが６カ月以内にしよ
うとは思わない」が最も多く40.4％で，次いで
「関心があり既にはじめている」22.5％，「関
心がない」14.3％であった。性別では，男性の

ほうが「健康づくりに関心
がない」「健康づくりを既
にはじめている」と回答し
た 者 が 多 か っ た （ｐ
＜0.01）。定年までの年数
別では，定年が近づくにつ
れ健康づくりに関心が高ま
る傾向がみられた（ｐ
＜0.01）。
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注 無回答は除いて集計した。

注 無回答は除いて集計した。

注 無回答は除いて集計した。

総数
性別
男性
女性

定年までの年数
１年以内
１～３年
３～５年
６年以上

たくさんある すこしある あまりない まったくない

（単位 人，（ ）内％）

ｐ値

（単位 人，（ ）内％）

ほとんど
決めている

どちらか
というと
決めている

どちらかと
いうと決め
ていない

まったく
決めて
いない

ｐ値

総数
性別
男性
女性

定年までの年数
１年以内
１～３年
３～５年
６年以上

健康づくりの意欲
関心がない
６カ月以内にしようとは思わない
１カ月以内にはじめる気はない
１カ月以内にはじめる
既にはじめている

（単位 人，（ ）内％）

取得したい
と思う

どちらかと
いえば思う

どちらかとい
えば思わない

取得したい
と思わない ｐ値

総数
性別
男性
女性

定年までの年数
１年以内
１～３年
３～５年
６年以上

健康づくりの意欲
関心がない
６カ月以内にしようとは思わない
１カ月以内にはじめる気はない
１カ月以内にはじめる
既にはじめている

定年後の活動内容の決定
ほとんど決めている
どちらかというと決めている
どちらかというと決めていない
まったく決めていない
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職場での定年後の過ごし方に関する講座の有

無では，「まったくない」が60.8％，「あまりな
い」は15.2％で，約８割が定年後の講座がな
かった。性別では，女性が有意に講座がないと

回答していた（ｐ＜0.01）。定年まで
の年数との関連はみられなかった。

定年後の活動内容の決定では，
「まったく決めていない」が48.1％，
「どちらかというと決めていない」が
24.3％で，７割以上の者が決めていな
かった。性別では，女性のほうが定年
後の活動内容を決めていた（ｐ

＜0.01）。定年までの年数
別では，定年が近づくにつ
れ活動内容を決めている傾
向がみられた（ｐ＜0.01）。
定年後の生活を決めている
者ほど健康づくりを既に
行っている者が多かった
（ｐ＜0.01）。

定年前から定年後の知識
（情報）を得たいと「思
う」が31.3％，「どちらか
といえば思う」が41.2％で，
多くの者が知識（情報）を
得たいと考えていた。性別
や，定年までの年数とは関
連がみられなかった。
健康づくりの意欲では，
健康づくりを既にはじめて
いたり，意欲がある者ほど
定年前から定年後の知識
（情報）を得たいと考える
傾向がみられた（ｐ＜0.01）。
定年後の活動内容の決定で
は，定年後の知識（情報）
を取得したいと考えている
者ほど，定年後の活動を決
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注 無回答は除いて集計した。

（単位 人，（ ）内％）

参加したい
と思う

どちらかと
いえば思う

どちらかとい
えば思わない

参加したい
と思わない ｐ値

総数
男性
女性

総数
男性
女性

総数
男性
女性

自治体・町内会活動

行政の主催する文化教養講座

地域のボランティア活動
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めていた（ｐ＜0.01）。

定年後に行いたい活動内容について
みてみると，自治会・町内会活動を定
年後に参加したいと「思わない」が
22.8％，「どちらかといえば思わな
い」が40.6％で，６割以上が参加した
くないと考え，性差はみられなかった
（ｐ＝0.90）。行政の主催する文化教
養講座は，参加したいと「思う」が
26.7％，「どちらかといえば思う」が40.4％で
６割を超え，女性のほうが有意に参加したいと
考えていた（ｐ＜0.01）。地域のボランティア
活動は，参加したいと「思う」が15.7％，「ど
ちらかといえば思う」が41.0％で，女性のほう
が参加したいと考えていた（ｐ＜0.05）。

Ⅳ

調査回収率については，横浜市の他区で実施
された区民意識調査（16～20歳以上を対象にし
た郵送配布・回収による調査8)）の回収率
（40～60％程度）を上回っていた。対象者の年
齢の違いはあるものの，本調査の回収率はほぼ
妥当なものと考える。しかし，調査項目に関心
のある対象者の回答が多い可能性は否定できな
い。
本研究では，事前に行った質的調査3)をもと

に質問紙を作成した。質的調査と量的調査を併
用することで，調査法の限界を補え，より正確
に地域の現状を把握することができると考えた
からである。
これまでの研究でも，高齢者の健康に社会活

動参加がより良い影響をもたらすことが示唆さ
れている9)10)。また，金ら11)は退職前からの社
会参加が退職後の社会参加に影響を与えること
を示唆している。そのため，本研究では，「定
年のある仕事をしている者」を分析対象とした。
定年前から定年後の活動を決めていたり，定

年後の知識（情報）を得たいと考えている者ほ

ど，健康づくりの意欲がみられた。ところが，
大部分は定年までの年数に関係なく定年前から
定年後の知識（情報）を得たいと考えているも
のの，職場に定年後の知識（情報）を得る講座
などがない実態が明らかになった。また，多く
の者は定年前に定年後の活動を決定していな
かった。これらのことから，今後は広範囲の産
業保健活動と連携し，定年前からの定年後の社
会活動参加の知識（情報）取得をサポートする
ことの重要性が，地域の健康づくりの観点から
示唆された。
今回の調査地はいわゆるベットタウンである。
ベットタウンでは社会活動参加や自治会活動を
行う高齢者が少なく，農村部では多いことが報
告されている11)。本研究では，定年後の活動の
知識（情報）を取得する意欲は高く，自治会活
動を希望する者は少ないものの，地域のボラン
テイア活動や，行政の主催する文化教養講座へ
の参加を希望する者は多かった。実際には，横
浜市Ｋ区では，著者の勤務経験から，ボランテ
イア活動と自治会活動は密接に関係している場
合が多く，地域での社会活動に関する知識（情
報）の不足が考えられた。このことから，行政
機関として，定年前から地域の自治会活動の内
容やボランティア組織の種類や活動の知識につ
いて，対象者へとつなぐサポートが，退職者本
人だけでなく，地域の活性化にも役立つ可能性
が考えられた。
「定年」に関して，質的調査では，男性の生
活背景として抽出されたもので，女性では抽出
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されなかった。しかし，量的調査によって，女
性も定年のある仕事をしており，定年後の知識
（情報）では，７割以上が取得したいと回答し
ていた。このことから，今後は女性も定年を迎
え，いわゆる地域デビューが予想され，女性に
ついても定年前からの定年後の生活サポートが
重要と考えられる。さらに，男性では，定年後
の知識（情報）を得ることの重要性を，どのよ
うに伝えていくのか対策を考えなければならな
い。また，定年後の活動内容の意向では男女差
があり，今後それらのことを具体的に明らかに
し，性別にあったサポートを実施する必要があ
る。
最後に，健康づくりと定年後の生活など，量

的調査の結果から，政策的な考察をする際に，
質的調査の結果は参考となり，より質の高い研
究のために，調査を組み合わせて実施すること
は重要であったと思われた。
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